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議案第    号

令和６年度　上里町下水道事業会計予算

（総  則）

第 １ 条

（業務の予定量）

第 ２ 条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 1,332   戸

（２） 439,700   ㎥

（３） 1,205   ㎥

（４）

イ 汚水管渠築造事業 266,264 千円

（収益的収入及び支出）

第 ３ 条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収         入

306,142 千円

110,038 千円

196,103 千円

1 千円

支          出

303,633 千円

261,963 千円

40,669 千円

1 千円

1,000 千円

第 １ 項

第 １ 款

第 １ 款

第 ２ 項

下 水 道 事 業 費 用

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益第 ３ 項

令和６年度上里町下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

接 続 戸 数

年 間 有 収 水 量

一 日 平 均 有 収 水 量

主 な 建 設 改 良 事 業

第 １ 項

第 ３ 項

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

第 ２ 項

第 ４ 項



（資本的収入及び支出）

第 ４ 条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額82,754千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調

整額 18,196千円、過年度分損益勘定留保資金62,732千円及び当年度分損益勘定留保資金1,826千円で補てん

するものとする。）

収          入

432,935 千円

274,700 千円

115,400 千円

4,005 千円

20,930 千円

17,900 千円

支          出

515,689 千円

384,423 千円

131,266 千円

（債務負担行為）

第 ５ 条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める

限　度　額

当該資金の貸し付けにより生ずる元金、利
子及び遅延金に相当する額

資 本 的 収 入

第 １ 項

第 ３ 項

第 ５ 項

第 ４ 項

第 １ 款

企 業 債 償 還 金

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

第 １ 項 企 業 債

他 会 計 補 助 金

事　　項

下水道改造資金融資あっせんに対
する損失補償（令和6年度分）

期　　間

令和6年度から
令和9年度まで

国 庫 補 助 金

分担金及び負担金

他 会 計 負 担 金

第 １ 款

第 ２ 項

第 ２ 項



（企　業　債）

第 ６ 条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

限 度 額

 流域下水道事業　

 建設負担金

（一時借入金）

第 ７ 条 一時借入金の限度額は、150,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第 ８ 条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 営業費用、営業外費用及び特別損失間の流用

（２） 建設改良費、企業債償還金の間の流用

起債の方法

普通貸借又は証券発行

（ただし、利率見直し

方式で借り入れる政府

後の利率）　　　　　

率見直しを行った後に

おいては、当該見直し

４．０％以内 　政府資金については、その融資条

件により、銀行その他の場合には債

権者と協定するものによる。　　　

　ただし、企業財政その他の都合に

より据置期間及び償還期間を短縮し、

償還の方法利　　　率

274,700千円計

起債の目的

37,500千円

89,300千円

 資本費平準化債

 公共下水道事業 147,900千円

若しくは繰上げ償還又は低利に借り

かえることができる。　　　　　　

資金及び地方公共団体

金融機構について、利



（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第 ９ 条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費を

その経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）  職 員 給 与 費 29,516 千円   

令和６年３月 　　 日  提出

上 里 町 長     山　下　博　一



上里町下水道事業会計予算に関する説明書及び附属書類

令　和　６　年　度　





令和６年度 上里町下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収     入 （単位：千円・税込）

予 定 額 備 考

1 下水道事業収益 306,142 

1 営業収益 110,038 

1 下水道使用料 73,504 

2 その他営業収益 20 手数料

3 他会計負担金 36,514 雨水処理に要する経費

2 営業外収益 196,103 

1 受取利息及び配当
金

1 預金利息

2 国庫補助金 11,840 社会資本整備総合交付金

3 他会計補助金 121,299 
分流式下水道等に要する経費
流域下水道の建設に要する経費等

4 長期前受金戻入 56,287 

5 雑収益 6,676 消費税還付金等

3 特別利益 1 

1 過年度損益修正益 1 

款 項 目



支     出

予 定 額 備 考

1 下水道事業費用 303,633 

1 営業費用 261,963 

1 管路施設管理費 52,187 管渠等維持管理費

2 総係費 18,118 一般管理費

3 流域下水道維持管
理費

48,073 流域下水道維持管理負担金

4 減価償却費 143,585 資産の減価償却費

2 営業外費用 40,669 

1 支払利息及び
企業債取扱諸費

40,569 企業債利息

2 雑支出 100 

3 特別損失 1 

1 過年度損益修正損 1 

4 予備費 1,000 

1 予備費 1,000 

款 項 目



資本的収入及び支出

収     入

予 定 額 備 考

1 資本的収入 432,935 

1 企業債 274,700 

1 企業債 274,700 

2 国庫補助金 115,400 

1 国庫補助金 115,400 社会資本整備総合交付金

3 分担金及び負担金 4,005 

1 負担金 4,005 下水道受益者負担金

4 他会計補助金 20,930 

1 他会計補助金 20,930 流域下水道の建設に要する経費等

5 他会計負担金 17,900 

1 工事負担金 17,900 県道整備に伴う汚水管渠移設工事負担金

支     出

予 定 額 備 考

1 資本的支出 515,689 

1 建設改良費 384,423 

1 公共管路施設下水
道費

295,035 公共管路工事等

2 流域下水道建設費 89,388 流域下水道建設負担金

2 企業債償還金 131,266 

1 企業債償還金 131,266 元金償還金

款 項 目

款 項 目



令和６年度上里町下水道事業予定キャッシュフロー計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） △ 468,000

減価償却費 143,585,000

固定資産の除却費

長期前受金戻入額 △ 56,287,000

引当金の増減額（△は減少） 16,000

受取利息及び受取配当金 △ 1,000

支払利息 40,569,000

未収金の増減額（△は増加） 8,172,484

貯蔵品の増減額（△は増加）

前払金の増減額（△は増加）

その他流動資産の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少） 22,401,598

預り金の増減額（△は減少）

その他流動負債の増減額（△は減少）

小計 157,988,082

利息及び配当金の受取額 1,000

利息の支払額 △ 40,569,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 117,420,082



２　投資活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費による支出 △ 353,098,000

補助金による収入 112,210,000

負担金による収入 17,417,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 223,471,000

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入 274,700,000

企業債の償還による支出 △ 131,266,000

貸付金による収入

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー 143,434,000

資金に係る換算差額

資金増加額（又は減少額） 37,383,082

資金期首残高 204,114,835

資金期末残高 241,497,917



１ 総　　括

特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手 当 計 合 計 備 考

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(     )

損益勘定支弁職員 2 6,772 3,927 10,699 3,021 13,720

（　　）

資本勘定支弁職員 2 7,760 4,654 12,414 3,382 15,796

（　　）

合　　　　　　計 4 14,532 8,581 23,113 6,403 29,516

（　　）

損益勘定支弁職員 2 7,089 3,883 10,972 3,180 14,152

（　　）

資本勘定支弁職員 2 7,636 4,519 12,155 3,415 15,570

（　　）

合　　　　　　計 4 14,725 8,402 23,127 6,595 29,722

（　　）

損益勘定支弁職員 0 △317 44 △273 △159 △432

（　　）

資本勘定支弁職員 0 124 135 259 △33 226

（　　）

合　　　　　　計 0 △193 179 △14 △192 △206

※（　　）は短時間勤務職員（外書き）

※損益勘定支弁職員の1人は農業集落排水事業を兼務

区　　　　　　　　分

前年度

比　較

給　　与　　費　　明　　細　　書

本年度

法定福利費
職　　員　　数 給 与 費



区分

手当の （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 420 351 0 672 96 1,100 3,262 2,680 0

内 訳 前 年 度 240 0 0 672 281 1,300 3,297 2,612 0

比 較 180 351 0 0 △ 185 △ 200 △ 35 68 0

時間外

勤務手当

管理職員特

別勤務手当
扶養手当 管理職手当 地域手当 住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当



２　給料及び手当の増減額の明細

区　　分 増減額（千円）

給　　料 △ 193 給与改定に伴う増減分 154 平均改定率(前年度） 1.04%

昇給に伴う増加分 174 平均昇給率 1.15% 昇給月 4 月

その他の増減分 △ 521 職員の異動等に伴う増減分

手　　当 179 制度改正に伴う増減分 177 期末手当 91千円

勤勉手当 86千円

その他の増減分 2 扶養手当 180千円

管理職手当 351千円

通勤手当 △185千円

時間外勤務手当 △200千円

期末手当 △126千円

勤勉手当 △18千円

増減事由別内訳（千円） 説　　　　　　明 備　　　　　　　　　考



３　給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

315,200

344,125

40.83

302,150

321,017

37.25

※職員の1人は農業集落排水事業を兼務

（２）初任給

区　　　分 事務・技能職 （円） 行政職 （円）

高 校 卒 176,100 176,100

短 大 卒 187,300 187,300

大 学 卒 202,400 202,400

技 能 労 務 職

技 能 労 務 職 （ 円 ）

令 和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在

令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 事 務 ・ 技 術 職



（３）級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）
（　　　　） （　　　　）

（　　　　） （　　　　）
1 25.0

（　　　　） （　　　　）
1 25.0

（　　　　） （  　　　）
1 25.0

（　　　　） （　　　　）
1 25.0

（　　　　） （　　　　）

（　　　　） （  　　　）
4 100.0

（　　　　） （　　　　）

（　　　　） （　　　　）
1 25.0

（　　　　） （　　　　）
1 25.0

（　　　　） （　　　　 ）
2 50.0

（　　　　） （　　　　）

（　　　　） （　　　　）

（　　　　） （  　　  ）
4 100.0

※（　　）は短時間勤務職員（外書き）

（級別の標準的な職務内容）
区　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級

　事務・技術職 主事補・技師補 主事・技師 主任 係長・主査 課長補佐 課長

技　能　労　務　職

１

２

３

４

令和５年１月１日現在

１

事　務　・　技　術　職

６

計

２

３

４

５

令和６年１月１日現在

区　　　　分

５

６

計



（４）昇給

合　　　　計 事務・技術職 技能労務職

職 員 数 　（Ａ）（人） 4 4

昇給に係る職員数 　（Ｂ）（人） 3 3

　１号給（人）

号 給 数 別 内 訳 　２号給（人）

　３号給（人）

４～８号給（人） 3 3

75.0 75.0

職 員 数 　（Ａ）（人） 4 4

昇給に係る職員数 　（Ｂ）（人） 4 4

　１号給（人）

号 給 数 別 内 訳 　２号給（人）

　３号給（人）

４～８号給（人） 4 4

100.0 100.0

（５）特殊勤務手当

全　職　種 事務・技術職 技能労務職

0 0

0

0

0

0

　支給対象職員の比率　（％）

　（令和６年１月１日現在）

　支給対象職員1人当たり平均支給月額（円）

　代表的な特殊勤務手当の名称

区　　　分

本
年
度

区　　　　　　　　分

比　　　　　　率（Ｂ）／（Ａ）（％）

比　　　　　　率（Ｂ）／（Ａ）（％）

前
年
度

　給料総額に対する比率（％）



（６）期末手当・勤勉手当

職制上の段階

区　　分 職務の級等に 備　　　考

よる加算措置

(　　　　） （　　　　） （　　　　）

2.250 2.250 4.500

(　　　　） （　　　　） （　　　　）

2.200 2.200 4.400

(　　　　） （　　　　） （　　　　）

2.250 2.250 4.500

※（　　）は短時間勤務職員（外書き）

（７）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

（月分） （月分） （月分） （月分）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 定年前早期退職特例措置

一 般 会 計 の
制 度 24.586875 33.27075 47.709 47.709 定年前早期退職特例措置

（ 支 給 率 ）

（８）その他の手当

扶 養 手 当 ―

地 域 手 当 ―

住 居 手 当 ―

通 勤 手 当 ―

一般会計の制度との異同

同

同

同

区   分

区　　　分

備　　　考その他の加算措置等

同

差異の内容

前 年 度 有

一般会計の制度 有

支給期別支給率

６月（月分） １２月（月分）

本 年 度 有

支給率計
（月分）



（単位：千円）

金額 営業収益

限度額に同じ
令和9年度まで

期間 金額 期間

下水道改造資金融資あっせん
に対する損失補償
（令和6年度分）

当該資金の貸し付けによ
り生ずる元金、利子及び
遅延金に相当する額

－ －
令和6年度から

　前年度末までの支払義務
　発生（見込）額

当該年度以降の支払義務発生予定額
左の財源

内訳 備考

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

事　　　項 限度額



円 円 円 円

1

（１）

イ 4,411,999,958

△ 791,801,647 3,620,198,311

ロ 528,483,858

△ 285,215,085 243,268,773

ハ 594,764

△ 565,026 29,738

二 51,198

△ 48,639 2,559

ホ 147,462,800

4,010,962,181

（２）

イ 流域下水道施設負担金 1,105,320,334

1,105,320,334

（３）

イ 517,000

517,000

5,116,799,515

２

（１） 241,497,917

（２） 6,930,733

△ 50,024 6,880,709

248,378,626

5,365,178,141

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

未 収 金

貸 倒 引 当 金

現 金 ・ 預 金

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

投 資

出 資 金

投 資 合 計

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

令和６年度上里町下水道事業予定貸借対照表（当年度分）
（令和７年３月３１日）

資    産    の    部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置



３

（１） 2,603,972,459

2,603,972,459

４

（１） 133,835,171

（２） 116,416,697

（３） 1,340,000

（４） 240,000

251,831,868

５

（１） 2,128,301,068

（２） △ 529,873,335

1,598,427,733

4,454,232,060

６

（１）

イ 716,945,701

ロ 147,309,000

864,254,701

７

（１）

イ 40,000,000

ロ 6,691,380

46,691,380

46,691,380

910,946,081

5,365,178,141

資    本    の    部

資 本 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

剰 余 金 合 計

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

負    債    の    部

固 定 負 債 合 計

固 定 負 債

企 業 債

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

資 本 金

自 己 資 本 金

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計



（単位：円・税抜）

円 円 円

1

（１） 61,444,000

（２） 18,000

（３） 6,080,000 67,542,000

2

（１） 7,820,000

（２） 18,474,000

（３） 35,396,000

（４） 136,656,000 198,346,000

130,804,000

3

（１） 1,000

（２） 115,699,000

（３） 53,702,000

（４） 1,000 169,403,000

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

減 価 償 却 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

営 業 費 用

管 路 施 設 管 理 費

総 係 費

流域下水道維持管理費

令和５年度上里町下水道事業予定損益計算書（前年度分）

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

そ の 他 営 業 収 益



4

（１） 38,898,000

（２） 90,000 38,988,000 130,415,000

389,000

5 0 0

6

（１） 1,000 1,000 △1,000

390,000

7,549,380

0

7,159,380

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

経 常 損 失

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

特 別 利 益



円 円 円 円

1

（１）

イ 4,188,386,958

△ 706,441,647 3,481,945,311

ロ 507,909,858

△ 258,819,085 249,090,773

ハ 594,764

△ 565,026 29,738

二 51,198

△ 48,639 2,559

ホ 119,812,800

3,850,881,181

（２）

イ 流域下水道施設負担金 1,055,888,334

1,055,888,334

（３）

イ 517,000

517,000

4,907,286,515

２

（１） 204,114,835

（２） 15,103,217

△ 50,024 15,053,193

219,168,028

5,126,454,543

工具器具及び備品

令和５年度上里町下水道事業予定貸借対照表（前年度分）
（令和６年３月３１日）

資    産    の    部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

未 収 金

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

無形固定資産合計

投 資

出 資 金

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計



３

（１） 2,463,107,888

2,463,107,888

４

（１） 131,265,742

（２） 94,015,099

（３） 1,324,000

（４） 240,000

226,844,841

５

（１） 1,998,674,068

（２） △ 473,586,335

1,525,087,733

4,215,040,462

６

（１）

イ 716,945,701

ロ 147,309,000

864,254,701

７

（１）

イ 40,000,000

ロ 7,159,380

47,159,380

47,159,380

911,414,081

5,126,454,543

引 当 金

負    債    の    部
固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

繰 入 資 本 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資    本    の    部
資 本 金

自 己 資 本 金

固 有 資 本 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

当年度未処分利益剰余金



注記事項

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１） 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

　・建物　定額法
　・構築物　定額法
　・機械及び装置　定額法
　・車両運搬具　定額法
　・工具器具及び備品　定額法
　・その他　定額法
　・主な耐用年数

建物１５～５０年
構築物２０～５０年
機械及び装置１５年
車両運搬具３～１５年　
工具器具及び備品３～１５年

（２） 引当金の計上方法
① 退職給付引当金
・職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担するため、退職給付引当金は計上しない。
② 賞与引当金
・職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上する。
③貸倒引当金
・債権の不能欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

（３） 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

２． リース契約により使用する固定資産に関する注記
（１） リース取引の処理方法
　地方公営企業法施行規則第五十五条第一項の規定により、リース会計を適用しない。

３． 予定貸借対照表等に関する注記
（１） 企業債の償還に係る他会計の負担
    貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日から起算して1年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担す
  ると見込まれる額は577,497,842円である。



令和６年度 上里町下水道事業会計予算説明書

収益的収入及び支出

収     入 （単位：千円・税込）

款 項 目 節 本年度予定額 備　　　考

1 下水道事業収益 306,142

1 営業収益 110,038

1 下水道使用料 73,504

1 下水道使用料 73,504

2 その他営業収益 20

1 手数料 19 ・工事店証等交付手数料等

2 雑収益 1

3 他会計負担金 36,514

1 他会計負担金 36,514 ・雨水処理に要する経費

2 営業外収益 196,103

1

1 預金利息 1

2 国庫補助金 11,840

1 国庫補助金 11,840 ・社会資本整備総合交付金

3 他会計補助金 121,299

1 他会計補助金 121,299 ・分流式下水道等に要する経費 73,918

・流域下水道建設に要する経費（3条分） 47,261

・児童手当等に要する経費 120

受取利息及び配
当金

1



款 項 目 節 本年度予定額 備　　　考

1 下水道事業収益 2 営業外収益 4 長期前受金戻入 56,287

1
国庫補助金戻
入

38,761

2 県補助金戻入 45

3
他会計負担金
等戻入

2,024

4
受贈資産評価
額戻入

4,297

5 その他長期前
受金戻入

11,160

5 雑収益 6,676

1 延滞金 1

2 消費税還付金 6,675

3 特別利益 1

1 1

1
過年度損益修
正益

1

過年度損益修正
益



支　　出

款 項 目 節 本年度予定額 備　　　考

1 下水道事業費用 303,633

1 営業費用 261,963

1 管路施設管理費 52,187

10 備消耗品費 11 ・器具等備消耗品費

12 光熱水費 1,334 ・マンホールポンプ電気料

14 通信運搬費 168 ・マンホールポンプ監視通信費

15 委託料 48,253 ・下水道台帳保守・運用支援等 2,967

・マンホールポンプ点検保守 660

・公共下水道水質調査等 2,111

・雨水路草刈業務委託 124

・雨水対策検討業務委託 18,711

・雨水出水想定区域図作成業務委託 23,680

19 修繕費 693 ・マンホール蓋交換工事

23 路面復旧費 800

28 負担金 117 ・水質調査負担金

29 補助金 811 ・排水設備工事費補助金 600

・改造資金融資あっせん預託金及び
　利子補給補助金

211

2 総係費 18,118

1 給料 6,772 ・総係職員2人分

2 手当等 3,094 ・扶養手当 120

・住居手当 336

・管理職手当 351



款 項 目 節 本年度予定額 備　　　考

1 下水道事業費用 1 営業費用 2 総係費 2 手当等 ・通勤手当 45

・時間外勤務手当 300

・期末手当 987

・勤勉手当 835

・児童手当 120

3
賞与引当金繰
入額

1,140

6 法定福利費 2,834 ・市町村職員共済組合負担金 1,934

・職員退職手当組合負担金 881

・地方公務員災害補償負担金 19

7 旅費 19 ・普通旅費

9 被服費 11 ・職員被服費

10 備消耗品費 122 ・事務用品費等

11 燃料費 33 ・自動車等燃料代

13 印刷製本費 15 ・予算書等

14 通信運搬費 26 ・郵便料

15 委託料 330 ・受益者負担金システム保守料等

16 手数料 844 ・事務委託手数料 668

・その他手数料 176

17 使用料 1,225 ・受益者負担金システム使用料等

18 賃借料 404 ・受益者負担金システムハードウェア賃借料

19 修繕費 70 ・自動車修理等



款 項 目 節 本年度予定額 備　　　考

1 下水道事業費用 1 営業費用 2 総係費 28 負担金 1,091 ・日本下水道協会負担金 56

・全国町村下水道推進協議会
　埼玉支部会費

10

・埼玉県下水道協会負担金 10

・水道統合システム負担金 631

・グループウェア等使用料負担金 384

34 保険料 40 ・自動車損害共済保険料等

35 公課費 9 ・自動車重量税

36
貸倒引当金繰入
額

39

48,073

1 流域下水道維持
管理負担金

48,073

4 減価償却費 143,585

1 有形固定資産
減価償却費

111,756 ・管渠及び機械等

2 無形固定資産
減価償却費

31,829 ・流域下水道施設利用権

2 営業外費用 40,669

40,569

1 企業債利息 40,569

2 雑支出 100

1 その他雑支出 100

3 特別損失 1

1 1

1
過年度損益修
正損

1

支払利息及び
企業債取扱諸費

1

流域下水道維持
管理費

3

過年度損益
修正損



款 項 目 節 本年度予定額 備　　　考

1 下水道事業費用 4 予備費 1,000

1 予備費 1,000

1 予備費 1,000



資本的収入及び支出

収     入 （単位：千円・税込）

款 項 目 節 本年度予定額 備　　　考

1 資本的収入 432,935

1 企業債 274,700

1 企業債 274,700

1 企業債 274,700 ・下水道事業債 147,900

・流域下水道事業債 89,300

・資本費平準化債 37,500

2 国庫補助金 115,400

1 国庫補助金 115,400

1
公共下水道費
補助金

115,400 ・社会資本整備総合交付金

3 4,005

1 負担金 4,005

1
下水道受益者
負担金

4,005

4 他会計補助金 20,930

1 他会計補助金 20,930

1 他会計補助金 20,930 ・流域下水道建設に要する経費（4条分） 20,834

・児童手当等に要する経費 96

5 工事負担金 17,900

1 工事負担金 17,900

1 工事負担金 17,900 ・県道整備に伴う汚水管渠移設工事負担金

分担金及び負担
金



支　　出

款 項 目 節 本年度予定額 備　　　考

1 資本的支出 515,689

1 建設改良費 384,423

295,035

1 給料 7,760 ・管路施設関係職員２人分

2 手当等 4,834 ・扶養手当 300

・住居手当 336

・通勤手当 51

・時間外手当 800

・期末手当 1,752

・勤勉手当 1,415

・児童手当 180

6 法定福利費 3,382 ・市町村職員共済組合負担金 2,353

・職員退職手当組合負担金 1,009

・地方公務員災害補償負担金 20

7 旅費 7 ・普通旅費

10 備消耗品費 55 ・事務用品費等

15 委託料 2,633 ・設計業務委託等

22 工事請負費 266,264 汚水管渠築造事業

・公共マス設置（公共） 292

・公共マス設置（特環） 44

・取付管（公共） 3,052

・取付管（特環） 969

・管渠築造工事（公共） 230,330

公共管路施設
下水道費

1



款 項 目 節 本年度予定額 備　　　考

1 資本的支出 1 建設改良費 1 22 工事請負費 ・マンホールポンプ設置工事 19,210

・舗装本復旧 8,946

・マンホールポンプ場非常通報装置
　更新工事

3,421

27
補償補填及び
賠償金

10,100 ・水道管等移設補償 9,600

・物件補償 500

2 89,388

1 流域下水道建設
負担金

89,388

2 企業債償還金 131,266

1 企業債償還金 131,266

1 企業債償還金 131,266 ・元金償還金

流域下水道
建設費

公共管路施設
下水道費




